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１. 18年 9月中間期の連結業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）

％ ％ ％

1.6 △ 17.6 △ 21.7

6.5 △ 13.2 △ 25.2

％ 円　　銭 円　　銭

△ 44.2 3.32 -
△ 28.8 5.95 -

16.22 -
(注)①持分法投資損益 18年 9月中間期 17年 9月中間期 18年 3月期

     ②期中平均株式数（連結） 18年 9月中間期 17年 9月中間期 18年 3月期

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円　 百万円　 ％ 円　　銭　

59.7 501.14

59.4 500.28

59.3 510.77

(注)期末発行済株式数（連結） 18年 9月中間期 17年 9月中間期 18年 3月期

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円　 百万円　 百万円　 百万円　

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  4 社   持分法適用非連結子会社数　   - 社   持分法適用関連会社数　1 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   - 社   （除外）   - 社   持分法（新規）   - 社  （除外）　   - 社

２. 19年  3月期の連結業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）

百万円　 百万円　 百万円　

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）

※上記の予想は、本資料発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向等を前提として作成したものであり、

　　今後の様々な要因により予想と異なる可能性があります。

　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の8ページを参照してください。

決算取締役会開催日

米国会計基準採用の有無

33,138,947 株

18年 3月期 3,089    △ 3,785    243    199    

△ 271    

372    

現金及び現金同等物
期　末　残　高

60 百万円

33,144,220 株

18年 3月期 28,621    16,986    

△ 7 百万円 5 百万円

16,581    

33,146,892 株

18年 9月中間期

27,914    

総　資　産 純　資　産 自己資本比率

27,796    16,605    

1,000    

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

１ 株 当 た り
中間（当期）純利益

18年 3月期 597    

中間（当期）純利益

百万円　　

110    

197    

18年 9月中間期

中間決算短信 (連結)  

18年 3月期 33,059    651    

百万円　　

152    

185    

18年 9月中間期

百万円　　

15,155    

 16 円 60 銭

通　 期

経　常　利　益

900    

当期純利益

550    

売　上　高

33,000    

188    

428    

18年 9月中間期 1,451    △ 1,190    

17年 9月中間期 815    △ 1,411    

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー
投資活動による 財務活動による

キャッシュ・フロー
営業活動による

362    

33,137,018 株

代 表 者

33,134,994 株 33,145,257 株

売　上　高 営　業　利　益 経　常　利　益

17年 9月中間期

１株当たり純資産

14,913    

17年 9月中間期

平成18年11月9日

17年 9月中間期

平成18年11月9日

問合せ責任者

平成 19年 ３月期

上   場   会   社   名

百万円　　

283    
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企業集団の状況 
 

当社グループの企業集団は、当社、子会社10社（うち連結子会社４社）、持分法適用関連会

社１社及びその他の関係会社１社で構成され、石油類の輸送を主な内容として、事業活動を展

開しております。 

当社グループの事業の内容及び事業に係る位置付けは、次のとおりです。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

 

（１）鉄道輸送 

当社が石油会社の委託を受け、沿岸部から内陸部への石油類の鉄道タンク車輸送を行って

いるほか、鉄道輸送用の石油類、石油化学製品用等各種タンク車、ＩＳＯ規格（国際基準）

をはじめ各種コンテナのリース、生鮮食料品を中心とした冷蔵、冷凍コンテナ等のリース及

びレンタルを行っております。 

連結子会社㈱エネックスに、石油類、化学製品等及びコンテナの輸送を委託しているほか、

非連結子会社㈱ニチユからバルブ等を購入しております。 

連結子会社㈱ニュージェイズ及び連結子会社共栄企業㈱にコンテナのリースを行い、化学

製品の輸送を受託しています。 

持分法適用関連会社日本オイルターミナル㈱に石油類の鉄道タンク車のリースを行ってお

ります。また、当社を通じ、石油類の鉄道タンク車輸送を行っております。 

その他の関係会社新日本石油㈱より、石油類の鉄道タンク車輸送等を受託しております。 

非連結子会社新潟ペトロサービス㈲に液化石油ガス（以下ＬＰＧ）の受入、積み込み作業

を委託しております。 

 

（２）自動車輸送 

連結子会社㈱エネックス、近畿石油輸送㈱、㈱ニュージェイズ及び共栄企業㈱が石油会社

等の委託を受け、石油類、ＬＰＧ、液化天然ガス（以下ＬＮＧ）、石油化学製品等のタンクロ

ーリー、トラックによる輸送を行っているほか、㈱ニュージェイズが自動車整備に関する業

務を行っております。 

各連結子会社は、㈱ニチユより機材等を購入しております。 

㈱エネックスは、㈱ニュージェイズ及び非連結子会社関東オートメンテナンス㈱に自動車

整備を委託しております。さらに、新日本石油㈱より、石油製品の輸送及び石油製品等の受

入、積み込み等油槽所管理を受託しております。 

近畿石油輸送㈱は、㈱ニュージェイズに自動車整備を委託しております。 

㈱ニュージェイズは㈱エネックスに化学製品の輸送を委託しております。 

共栄企業㈱は、関東オートメンテナンス㈱に自動車整備を委託しております。さらに、新

日本石油㈱より、石油製品の輸送を受託しております。 



事業系統図は次のとおりです。

その他自動車輸送鉄道輸送

得
　
意
　
先

非連結子会社
　秋田石油基地防災㈱

非連結子会社
　㈱ニチユ

非連結子会社
　新潟ペトロサービス㈲

そ
の
他
の
関
係
会
社

　
　
　
　
　
新
日
本
石
油
㈱

持
分
法
適
用
関
連
会
社

　
日
本
オ
イ
ル
タ
ー

ミ
ナ
ル
㈱

  連結子会社
  共栄企業㈱

連結子会社
 ㈱ニュージェイズ

  連結子会社
  近畿石油輸送㈱

  連結子会社
   ㈱エネックス

非連結子会社
　関東オートメンテナンス㈱

石油類輸送等

石油類輸送等

石油類輸送等

石油類輸送等

石油化学製品の輸送

コンテナのリース

化学製品の輸送

コンテナのリース

化学製品の輸送

ＬＰＧ受入作業等
リース他

石油類輸送等

機材等

石油類輸送等

　
　
 
　
　
当
　
　
社

自動車の整備

化学製品の輸送 自動車の整備 自動車の整備

非連結子会社
　日秋興業㈱

非連結子会社
　東日本液体物流㈱
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関係会社の事業内容は次のとおりです。 

 
 連 結 子 会 社 
㈱ エ ネ ッ ク ス 石油類・ＬＰＧ・ＬＮＧ・石油化学製品等の自動車輸送、 

油槽所管理 
近 畿 石 油 輸 送 ㈱ 石油類・ＬＰＧ・石油化学製品等の自動車輸送 
㈱ ニ ュ ー ジ ェ イ ズ 石油類・石油化学製品の自動車輸送・自動車整備等 
共 栄 企 業 ㈱ 石油類・ＬＰＧ・石油化学製品等の自動車輸送 

 
 非連結子会社 
秋田石油基地防災㈱ 防災業務の請負 

新潟ペトロサービス㈲ ＬＰＧの受入、積み込み作業 

関東オートメンテナンス㈱ 自動車整備等 
㈱ ニ チ ユ 産業機材車両等の販売及び賃貸、保険代理業 
東 日 本 液 体 物 流 ㈱ ＬＮＧ・原油の自動車輸送・自動車整備等 
日 秋 興 業 ㈱ 油槽所管理 

 
 持分法適用関連会社 

日本オイルターミナル㈱ 石油類の輸送、油槽所管理 

 
 その他の関係会社 
新 日 本 石 油 ㈱ 石油製品の販売 
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経 営 方 針 
 
 
１．会社の経営の基本方針 

  当社グループは、株主、お客様、協力会社、地域社会など当社グループを

支える全ての方から「信頼」される企業グループであり続けるため、安全や

環境保全など企業としての社会的責任（ＣＳＲ）を積極的に果たしつつ、輸

送サービスの提供を通じて社会の発展に寄与することを経営の基本方針とし

ております。 

 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

  剰余金の配当につきましては、当期および将来の経営環境を勘案しつつ、

安定的かつ継続的に年６円以上の配当を行っていく方針であります。 

  内部留保資金につきましては、財務体質の強化と積載効率に優れた大型タ

ンク車や環境基準に適合したタンクローリー、お客様のニーズに合わせた各

種コンテナへの設備投資に充当し、今後の経営環境の変化や事業展開への対

応を図るとともに、経営の強化と業績の一層の向上に努めてまいります。 

 

 

３．目標とする経営指標および中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループでは、ＲＯＥ（株主資本利益率）、ＲＯＡ（総資産利益率）を

向上させ、資本効率を重視した経営を目指してまいります。 

 また、年６円以上の配当が可能な利益水準を継続的に確保するため、当社グ

ループの核となる鉄道輸送事業および自動車輸送事業のなかで選択と集中に

よる経営基盤の強化をはかってまいります。 

 これらの目標を達成するため、当社グループは、次項に記載の課題を的確に

実行してまいります。 

 

 

４．会社の対処すべき課題 

わが国経済は、今後も緩やかな拡大を続けるものと予測されますが、物流業

界においては、原油価格の高騰によるコストアップもあり、取り巻く環境は引

き続き厳しいものと予想されます。 

こうした状況の中、当社グループは、「持続的に成長できる企業グループ」

を目指し、お客様の期待にお応えできるよう、物流専門事業者として安全を第

一に、質の高いサービスの提供を実現してまいります。 
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このため、鉄道輸送事業においては、積載効率の向上を目指した大型タンク

車への継続的な投資やお客様のニーズに沿ったコンテナの開発に努め、また自

動車輸送事業においては、環境基準に適合した車両の投入を積極的に行ってま

いります。 

また、両事業部門とも、ＬＮＧ（液化天然ガス）輸送の一層の強化をはかり、

当社グループが、同輸送において確固たる地位を占めることができるよう努め

てまいる所存であります。 
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経営成績および財政状態 
 
１．経営成績 
（１）当中間期の概況 

当中間期のわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加などによ

り、引き続き緩やかな回復基調で推移しました。 
こうした状況の中、当社グループは、鉄道輸送と自動車輸送の連携により

お客様の物流合理化へ向けた提案を行うなど積極的な営業活動を推進しま

した。 
その結果、当中間期の連結売上高は 151 億 5 千 5 百万円（前年同期比

101.6％）、連結経常利益は 2 億 8 千 3 百万円（同 78.3%）、連結中間純利益

は 1 億 1 千万円（同 55.8%）となりました。 
なお、中間配当につきましては、１株につき３円とさせていただきました。 
以下、事業のセグメント別に概況をご報告申し上げます。 
 

［鉄道輸送事業］ 
○石油部門 
 当中間期の石油製品の国内需要は、価格高騰による消費の抑制や代替エネ

ルギーへの転換が進み、前年同期を下回る結果となりました。 
 こうした状況の中、当部門においては、石油元売各社の輸送の合理化に柔

軟に対応しましたが、需要減少による輸送数量の落ち込みをカバーすること

はできず、輸送数量は343万キロリットル(前年同期比97.3%)となりました。 
以上の結果、当部門の売上高は 48 億 5 千万円（前年同期比 99.1%）とな

りました。 
 

○化成品部門 
 当中間期の石油化学業界は、高騰する原材料価格の影響を受けつつも、引

き続き堅調な業績にて推移しました。 
 こうした状況の中、当部門においては、ＩＳＯ（国際基準）タンクコンテ

ナを中心に積極的な営業活動に取り組み、合計で各種コンテナ 305 個のリ

ースを成約しました。 
また、ＬＮＧ（液化天然ガス）コンテナ輸送においては、燃料転換の拡大

により好調に推移し、収入拡大に貢献しました。 
 以上の結果、当部門の売上高は 16 億 4 千 2 百万円（前年同期比 107.6%）

となりました。 
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○コンテナ部門 
 当中間期の国内鉄道コンテナ輸送は、集中豪雨や台風等により主要幹線に

おいて輸送障害の影響がありましたが、政府米や自動車部品、紙パルプ等の

増送により前年同期を若干上回る実績を達成しました。 
こうした状況の中、当部門においては、老朽化した冷蔵コンテナの代替に

より品質向上を図り、政府米や野菜類の輸送量を伸ばしたものの、短距離の

輸送が増加したため収入単価が下がり、当部門の売上高は 13 億 5 千 3 百万

円（前年同期比 99.8%）となりました。 
 
以上の結果、鉄道輸送事業における当中間期の売上高は 78 億 4 千 6 百万

円（前年同期比 100.9%）となりました。 
 
 
［自動車輸送事業］ 

当中間期の自動車輸送事業は、激しい競争が続くなかで、軽油価格の高騰

に伴うコスト増により、収益環境は一段と悪化しました。 
こうした状況の中、事業基盤の強化を目指し、昨年度の静岡地区に続いて、

本年 7月に岡山県倉敷市の水島地区に新たに営業所を開設し、同地区でのＬ

ＮＧ（液化天然ガス）の自動車輸送事業を開始しました。 
また、水島地区以外においてもＬＮＧ輸送を新規に受託し、事業基盤の強

化に努めました。 
以上の結果、自動車輸送事業の売上高は 73 億 9 百万円（前年同期比

102.4%）となりました。 
 
 
（２）通期の見通し 

わが国経済は、今後も緩やかな拡大を続けるものと予測されますが、原油価

格や国内金利の動向などの不安要素を充分に注視していく必要があるものと

思われます。 

こうした状況の中、当社グループは事業の核となる鉄道輸送事業、自動車輸

送事業の２本の柱を有機的に組み合わせ、お客様に質の高い物流サービスの提

案を行ってまいります。 

特にＬＮＧ（液化天然ガス）輸送においては、鉄道・自動車両方の輸送手段

を活用できる当社グループの特性を活かし、一層のシェア拡大を図ってまいり

ます。 

以上により、通期の業績見通しにつきましては、連結売上高 330 億円、連結

経常利益 9 億円、連結当期純利益 5 億 5 千万円を見込んでおります。 
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２．財政状態 
 当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は 1千万円

減少（前年同期 2 億 2 千 3 百万円減少）し 1 億 8 千 8 百万円となりました。各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動における資金は 14 億 5 千 1 百万円増加（前年同期 8 億 1 千 5 百万

円増加）いたしました。これは主として税金等調整前中間純利益 2億 9千 1百

万円、減価償却費 13 億 8 千 4 百万円の計上と法人税の支払 3 億 8 千 2 百万円

によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動における資金は 11 億 9 千万円減少（前年同期 14 億 1 千 1 百万円減

少）いたしました。これは主として石油タンク車、タンクローリーおよびコン

テナの取得による支出 10 億 6 千 7 百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動における資金は、2億 7千 1百万円減少（前年同期 3億 7千 2百万

円増加）いたしました。これは主として長期借入金の増加 7億 7千万円および

短期運転資金の返済 8億 7千 4百万円によるものであります。 

 

なお、当社企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであ

ります。 

  
平成 16 年 

9 月期 

平成 17 年 

9 月期 

平成 18 年 

9 月期 

平成 17 年 

3 月期 

平成 18 年 

3 月期 

自己資本比率 （%） 57.7 59.4 59.7 58.2 59.3 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率（%） 30.9 45.7 42.9 42.2 46.4 

債務償還年数 （年） 1.3 1.5 0.8 0.6 0.8 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 37.0 81.3 82.9 87.9 166.3 

 （注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／支払利息額 

・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

・株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数（自

己株式控除後）により算出しております。 

・営業キャッシュ・フローは、中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書の営業

活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は中間連結（連
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結）貸借対照表に計上されている借入金の合計額を対象としております。また利

息支払額は中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し

ております。 

・債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するた

め２倍しております。 

 
 
３．事業等のリスク 
当社グループの経営成績、株価および財務状況等に大きな影響を及ぼす可能

性のあるリスクには以下のものがあります。 
なお、文中における将来に関する事項は、当中間期末現在において当社グル

ープが判断したものであります。 
 
（１）自然災害等によるリスク 
 当社グループでは、鉄道輸送事業の売上高および利益に占める割合が高いた

め、大規模な自然災害等による鉄道関連施設への著しい損害が発生した場合、

当社グループの業績に大きな影響を与える可能性があります。 
 
（２）石油製品の需給バランスの変化による影響 
 石油製品類は、当社グループの主要な取扱品目であるため、国際紛争その他

の事由により、石油製品の供給に大幅な変動が生じた場合、また、技術革新や

エネルギー需要構造の変化に伴い極端な需要の変動が生じた場合、業績に影響

を与える可能性があります。 
 



　

Ⅰ 4,398 15.8% 4,294 15.4% 4,806 16.8% △ 511

1. 428 188 199 △ 10

2. 3,384 3,437 4,087 △ 650

3. 35 31 22 9

4. 215 261 253 8

5. 333 374 243 130

Ⅱ 23,515 84.2% 23,501 84.6% 23,815 83.2% △ 313

1. 16,074 57.5% 15,987 57.5% 16,050 56.1% △ 62

(1) 建 物 及 び 構 築 物 1,240 1,186 1,233 △ 46

(2) 機械装置及び運搬具 6,246 5,703 6,312 △ 608

(3) コ ン テ ナ 3,621 4,118 3,626 492

(4) 土 地 4,796 4,742 4,792 △ 49

(5) そ の 他 168 235 85 150

2. 267 1.0% 202 0.8% 235 0.8% △ 32

3. 7,173 25.7% 7,311 26.3% 7,530 26.3% △ 218

(1) 投 資 有 価 証 券 6,209 6,218 6,460 △ 241

(2) 繰 延 税 金 資 産 445 512 469 43

(3) そ の 他 519 581 601 △ 19

27,914 100.0% 27,796 100.0% 28,621 100.0% △ 825
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金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

無 形 固 定 資 産

た な 卸 資 産

受取手形及び売掛金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

増減前年中間期 当中間期

(平成18年9月30日)

（資　産　の　部）

資　産　合　計

中間連結貸借対照表

区分 構成比(%)構成比(%)

(平成17年9月30日)

前期

(平成18年3月31日)

構成比(%)

対前期

金額（百万円）



金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ 5,684 20.4% 5,241 18.9% 6,075 21.3% △ 834

1. 1,755 1,771 2,041 △ 270

2. 1,834 1,363 1,977 △ 614

3. 893 862 507 355

4. 84 210 386 △ 176

5. 513 524 514 9

6. ― 30 ― 30

7. 603 478 647 △ 168

Ⅱ 5,648 20.2% 5,949 21.4% 5,559 19.4% 389

1. 535 875 365 510

2. 1,251 1,126 1,283 △ 157

3. 3,059 3,094 3,035 59

4. 211 266 241 24

5. 404 429 474 △ 45

6. 186 158 159 △ 1

11,332 40.6% 11,190 40.3% 11,635 40.7% △ 444

― ― ― ― ― ― ―

Ⅰ 1,661 6.0% ― ― 1,661 5.8% ―

Ⅱ 290 1.0% ― ― 290 1.0% ―

Ⅲ 12,485 44.7% ― ― 12,786 44.7% ―

Ⅳ 2,162 7.8% ― ― 2,268 7.9% ―

Ⅴ △ 19 △　0.1% ― ― △ 21 △　0.1% ―

16,581 59.4% ― ― 16,986 59.3% ―

27,914 100.0% ― ― 28,621 100.0% ―

Ⅰ ― ― 14,600 52.5% ― ― ―

1. ― ― 1,661 6.0% ― ― ―

2. ― ― 290 1.0% ― ― ―

3. ― ― 12,670 45.6% ― ― ―

4. ― ― △ 22 △　0.1% ― ― ―

Ⅱ ― ― 2,005 7.2% ― ― ―

1. ― ― 2,005 7.2% ― ― ―

Ⅲ ― ― ― ― ― ― ―
　
　

― ― 16,605 59.7% ― ― ―

― ― 27,796 100.0% ― ― ―
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純 資 産 合 計

負債及び純資産合計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

少 数 株 主 持 分

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

対前期

（少数株主持分）

(平成18年3月31日)

区分 構成比(%)構成比(%)

前期

未 払 法 人 税 等

短 期 借 入 金

（負　債　の　部）

少 数 株 主 持 分

構成比(%)

増減

(平成17年9月30日)

前年中間期

(平成18年9月30日)

当中間期

支払手形及び買掛金

流 動 負 債

負債、少数株主持分及び資本合計

退 職 給 付 引 当 金

負　債　合　計

長 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

そ の 他

役 員 賞 与 引 当 金

資　本　合　計

未 払 金

（資　本　の　部）

そ の 他

役員退職慰労引当金

車 両 修 繕 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

資 本 金

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金



Ⅰ 14,913 100.0% 15,155 100.0% 241 33,059 100.0%

Ⅱ 13,763 92.3% 14,128 93.2% 364 30,483 92.2%

売 上 総 利 益 1,149 7.7% 1,027 6.8% △ 122 2,575 7.8%

Ⅲ 964 6.5% 874 5.8% △ 90 1,924 5.8%

営 業 利 益 185 1.2% 152 1.0% △ 32 651 2.0%

Ⅳ 251 1.7% 234 1.5% △ 17 517 1.5%

1.受 取 利 息 0 0 0 0

2.受 取 配 当 金 34 46 12 61

3.資 産 賃 貸 収 入 141 136 △ 4 282

4.持 分 法 に よ る 投 資 利 益 5 ― △ 5 60

5.雑 収 入 69 50 △ 19 112

Ⅴ 74 0.5% 103 0.6% 28 168 0.5%

1.支 払 利 息 9 13 4 18

2.固 定 資 産 売 除 却 損 16 36 19 50

3.資 産 賃 貸 費 用 38 39 0 74

4.持 分 法 に よ る 投 資 損 失 ― 7 7 ―

5.雑 損 失 10 6 △ 3 25

経 常 利 益 362 2.4% 283 1.9% △ 78 1,000 3.0%

Ⅵ 36 0.3% 16 0.1% △ 20 92 0.3%

1.受 取 補 償 金 18 16 △ 2 71

2.固 定 資 産 売 却 益 18 ― △ 18 20

Ⅶ 14 0.1% 8 0.1% △ 5 58 0.2%

1.固 定 資 産 売 却 損 ― 1 1 18

2.投 資 有 価 証 券 評 価 損 ― 7 7 ―

3.固 定 資 産 除 却 損 7 ― △ 7 21

4.リ ー ス 解 約 損 ― ― ― 10

5.減 損 損 失 6 ― △ 6 6

税金等調整前中間（当期）純利益 384 2.6% 291 1.9% △ 93 1,034 3.1%

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 95 0.7% 210 1.4% 114 446 1.4%

法 人 税 等 調 整 額 91 0.6% △ 29 △　0.2% △ 120 △ 10 △　0.1%

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 197 1.3% 110 0.7% △ 87 597 1.8%

対前年中間期

前年中間期 前期

至　平成18年9月30日

自　平成18年4月 1日

売 上 高

金額（百万円） 百分比(%)区分 金額（百万円） 百分比(%)

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

中間連結損益計算書

自　平成17年4月 1日

至　平成18年3月31日

金額（百万円） 百分比(%)金額（百万円）

自　平成17年4月 1日

当中間期 増減

至　平成17年9月30日

13



Ⅰ 290 290

Ⅱ

0 0

Ⅲ 290 290

Ⅰ 12,448 12,448

Ⅱ 197 597

197 597

Ⅲ 159 259

1 99 199

2 60 60

Ⅳ 12,485 12,786

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

自　平成17年4月 1日

中間連結剰余金計算書

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

自 己 株 式 処 分 差 益

資本剰余金中間期末（期末）残高

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 増 加 高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

至　平成18年3月31日

役 員 賞 与

利益剰余金中間期末（期末）残高

前年中間期

自　平成17年4月 1日

至　平成17年9月30日

前期

区分 金額（百万円） 金額（百万円）
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当中間期（自 平成18年 4月 1日　至 平成18年 9月30日）

平成18年３月31日残高

剰余金の配当

利益処分による役員賞与

中間純利益

自己株式の取得

平成18年９月30日残高

平成18年３月31日残高

剰余金の配当

利益処分による役員賞与

中間純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中
の変動額（純額）

平成18年９月30日残高

110 

110 

110 

△ 1 

中間連結会計期間中
の変動額

中間連結会計期間中
の変動額合計

中間連結会計期間中
の変動額

中間連結会計期間中
の変動額合計

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

14,717 1,661 290 12,786 △ 21 

△ 165 

△ 60 

△ 1 

1,661 290 12,670 △ 22 

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

評価・換算差額等
純資産合計

△ 60 

14,600 

（単位：百万円）

△ 115 △ 1 △ 117 

△ 165 

△ 60 

2,268 2,268 16,986 

2,005 2,005 16,605 

△ 1 

△ 263 △ 263 △ 263 

項目

項目

中間連結株主資本等変動計算書

△ 263 △ 263 △ 380 

△ 165 
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税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 384 291 △ 93 1,034

減 価 償 却 費 1,426 1,384 △ 41 3,197

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 40 ― △ 40 72

の れ ん 償 却 額 ― 32 32 ―

固 定 資 産 売 除 却 損 23 37 13 90

売 上 債 権 の 増 減 額 622 650 28 △ 80

仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 462 △ 270 192 △ 176

そ の 他 △ 633 △ 336 297 △ 453

小　　　計 1,400 1,790 389 3,685

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 49 61 12 76

利 息 の 支 払 額 △ 10 △ 17 △ 7 △ 18

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 623 △ 382 241 △ 653

815 1,451 636 3,089

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,524 △ 1,067 456 △ 3,890

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 77 107 29 168

投 資 有 価 証 券 の 増 減 額 △ 17 △ 18 △ 1 △ 35

連 結 範 囲 の 変 更 を 伴 う
子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 増 減 額

20 ― △ 20 20

関 係 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 ― △ 212 △ 212 ―

そ の 他 32 0 △ 31 △ 49

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,411 △ 1,190 220 △ 3,785

短 期 借 入 金 の 増 減 額 △ 241 △ 874 △ 632 25

長 期 借 入 金 の 増 減 額 715 770 55 421

配 当 金 の 支 払 額 △ 99 △ 165 △ 66 △ 199

そ の 他 △ 1 △ 1 △ 0 △ 3

　財務活動によるキャッシュ・フロー 372 △ 271 △ 643 243

― ― ― ―

△ 223 △ 10 213 △ 452

652 199 △ 452 652

428 188 △ 239 199

自　平成18年 4月 1日

金額（百万円）

自　平成17年 4月 1日

中間連結キャッシュ・フロー計算書

前　　期
自　平成17年 4月 1日

至　平成17年 9月30日 至　平成18年 9月30日

当中間期

至　平成18年 3月31日

Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

増　　減

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

前中間期

　営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

16



 17

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１． 連結の範囲に関する事項 

（１） 連結子会社の数       4 社 

連結子会社の名称 

株 式会社エ ネック ス  

近畿石油輸送株式会社  

株式会社ニュージェイズ  

共 栄 企 業 株 式 会 社  

（２） 非連結子会社の名称 

秋田石油基地防災株式会社  

新潟ペトロサービス有限会社  

関東オートメンテナンス株式会社  

株 式 会 社 ニ チ ユ  

東日本液体物流株式会社  

日 秋 興 業 株 式 会 社  

連結の範囲から除いた理由 

 これらの子会社は、事業規模も小さく、６社の合計の総資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、除外しております。 

２． 持分法の適用に関する事項 

（１） 持分法を適用した関連会社数 １社 

会社の名称 

日本オイルターミナル株式会社  

（２） 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称 

秋田石油基地防災株式会社  

新潟ペトロサービス有限会社  

関東オートメンテナンス株式会社  

株 式 会 社 ニ チ ユ  

東日本液体物流株式会社  

日 秋 興 業 株 式 会 社  

なお、持分法を適用しない関連会社はありません。 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。 

３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

② たな卸資産 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。 

（３） 重要な引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

② 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支払に備えるため、当連結会計年度における支給見込額

に基づき、当中間連結会計期間に見合う分を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理することとしております。 
④ 役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による中間期末要支給額を計上しており

ます。 

⑤ 車両修繕引当金 

 タンク車等に対する定期検査費用の支払に備えるため、経過期間に対応する支出見込

額を計上しております。 

（４） 重要なリース取引の処理方法 

 借手としてのリース及び貸手としてのリースの双方の場合において、リース物件の所

有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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（５） その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資

であります。 

 

 

会計方針の変更 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 11

月 29 日企業会計基準第４号）を適用しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益、及び税金等調整前中間純利益が 30

百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成 17 年 12 月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 16,605 百万円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結財務諸表は、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

 

 

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 15 年 10 月 31

日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 27 日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準委員会 平成 17 年 12 月 27 日 企業会計基準適用指針第 10 号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 中間連結財務諸表規則の改正による中間連結財務諸表の表示に関する変更は以下のとおりで

あります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から「のれん償却額」として表示しておりま

す。 



1.

2.

3. 消費税等に係る表示

（中間連結損益計算書関係）

1.

 うち

2.

3.

4.

5.

　役員賞与引当金繰入額 ― 30百万円 ― 

    当中間期     前　期

（４行）

固定資産売除却損（営業外費用）は、タンク車、コンテナ等の売除却損であります。

固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

   前年中間期  

賃　借　料 85百万円

    当中間期 

1,220百万円

107百万円

人　件　費

　役員退職慰労引当金繰入額

636百万円

77百万円

587百万円

89百万円

72百万円

94百万円

   前年中間期  

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

借入実行残高

差　引　額

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

注 記 事 項

（中間連結貸借対照表関係）

    前　期

55,565百万円55,427百万円

    当中間期

55,550百万円

   前年中間期有形固定資産の減価償却累計額

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結
しております。
当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

4,900百万円

1,347百万円

3,552百万円

4,900百万円

930百万円

3,970百万円

   前年中間期     当中間期     前　期

4,900百万円

473百万円

4,426百万円

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の上、金額的重要性が乏しいため流動負債の「その他」に含めて表示してお
ります。

（取引銀行数） （４行） （４行）

176百万円80百万円

　賞与引当金繰入額

　　建物及び構築物

固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

　退職給付費用

91百万円

28百万円

28百万円

    前　期

36百万円

　　無形固定資産 7百万円 ― 7百万円

   前年中間期      当中間期     前　期

― ― 14百万円

固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

   前年中間期      当中間期     前　期

　　土　　地 18百万円 ― 20百万円

　　土　　地 ― 1百万円 3百万円
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　　建物及び構築物 ― ― 15百万円



当中間期（自 平成18年 4月 1日　至 平成18年 9月30日）

１．発行済株式に関する事項

２．自己株式に関する事項

３．新株予約権等に関する事項

 該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

（リース取引関係）

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

平成18年3月31日

効力発生日

平成18年6月30日

94 

基準日

基準日 効力発生日

平成18年9月30日 平成18年12月8日

配当金の総額
（百万円）

決議

99 

１株当たり
配当金（円）

3.00 
平成18年11月９日
取締役会

株式の種類

普通株式

配当の原資

利益剰余金

― 

165 5.00 

決議

平成18年６月29日
定時株主総会

株式の種類

普通株式

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当金（円）

増加

普通株式（千株） 90 3 

― 

当中間期末

33,229 

株式の種類 前期末 増加 減少 当中間期末

前期末

33,229 

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

　　単元未満株式の買取りによる増加　3千株

　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

（変動事由の概要）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表上の「現金及び預金」とは同額であります。
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減少

― 

株式の種類

普通株式（千株）



前年中間期末（平成17年9月30日現在）

１．時価のある有価証券

（１） その他有価証券

① 株式 1,594 　 5,197 　 3,603

② 債券

 　 　　　国債・地方債等　　 ― 　 ― 　 ―

　　　　　社債 ― 　 ― 　 ―

　　　　　その他 ― 　 ― 　 ―

③ その他 ― 　 ― 　 ―

1,594 　 5,197 　 3,603

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額

　（１）その他有価証券

非上場株式 180 百万円

当中間期末（平成18年9月30日現在）

１．時価のある有価証券

（１） その他有価証券

① 株式 1,630 　 4,968 　 3,338

② 債券

 　 　　　国債・地方債等　　 ― 　 ― 　 ―

　　　　　社債 ― 　 ― 　 ―

　　　　　その他 ― 　 ― 　 ―

③ その他 ― 　 ― 　 ―

1,630 　 4,968 　 3,338

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額

　（１）その他有価証券

非上場株式 172 百万円

前期末（平成18年3月31日現在）

１．時価のある有価証券

（１） その他有価証券

① 株式 1,611 　 5,392 　 3,780

② 債券

 　 　　　国債・地方債等　　 ― 　 ― 　 ―

　　　　　社債 ― 　 ― 　 ―

　　　　　その他 ― 　 ― 　 ―

③ その他 ― 　 ― 　 ―

1,611 　 5,392 　 3,780

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額

　（１）その他有価証券

非上場株式 180 百万円

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額
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差　　額

（有価証券関係）

（単位：百万円）

計

中間連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区　　分 差　　額取 得 原 価

区　　分

差　　額

計

区　　分

計

取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）



前年中間期（自 平成17年4月1日　至 平成17年9月30日）

当中間期（自 平成18年4月1日　至 平成18年9月30日）

前　　期（自 平成17年4月1日　至 平成18年3月31日）

当中間期（自 平成18年4月1日　至 平成18年9月30日）

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）



１．事業の種類別セグメント情報

前年中間期（自 平成17年 4月 1日　至 平成17年 9月30日）

鉄道輸送 自動車輸送 計 消去又は全社 連結

売上高

（１） 外部顧客に対する売上高 7,775 7,138 14,913 ― 14,913

（２）
セグメント間の内部売上高
又は振替高

177 195 372 △ 372 ―

7,952 7,333 15,286 △ 372 14,913

7,728 7,372 15,101 △ 372 14,728

223 △ 38 185 ― 185

（注）１．事業区分は、業態別区分によっております。

２．各事業の主要な内容

当中間期（自 平成18年 4月 1日　至 平成18年 9月30日）

鉄道輸送 自動車輸送 計 消去又は全社 連結

売上高

（１） 外部顧客に対する売上高 7,846 7,309 15,155 ― 15,155

（２）
セグメント間の内部売上高
又は振替高

197 186 383 △ 383 ―

8,043 7,495 15,539 △ 383 15,155

7,721 7,665 15,386 △ 383 15,002

322 △ 169 152 ― 152

（注）１．事業区分は、業態別区分によっております。

２．各事業の主要な内容

（セグメント情報）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

計

営業費用

営業利益又は営業損失（△）

　（１）鉄道輸送　  …石油類の鉄道タンク車輸送、鉄道輸送用の各種タンク車のリース、各種コンテナのリース・レンタル

　（２）自動車輸送 …石油類、ＬＰＧ、ＬＮＧ、石油化学製品等のタンクローリー、トラックによる輸送、油槽所管理業務、

　　　　　　　　　　　    自動車整備等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

計

営業費用

　（１）鉄道輸送　  …石油類の鉄道タンク車輸送、鉄道輸送用の各種タンク車のリース、各種コンテナのリース・レンタル

　（２）自動車輸送 …石油類、ＬＰＧ、ＬＮＧ、石油化学製品等のタンクローリー、トラックによる輸送、油槽所管理業務、

営業利益又は営業損失（△）

　　　　　　　　　　　    自動車整備等

４．「会計方針の変更」に記載の通り、当中間期から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年
　　11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間
　　期における営業費用は「鉄道輸送」が21百万円、「自動車輸送」が8百万円増加し、営業利益がそれぞれ同金額減
　　少しております。
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３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。



前　期（自 平成17年 4月 1日　至 平成18年 3月31日）

鉄道輸送 自動車輸送 計 消去又は全社 連結

売上高

（１） 外部顧客に対する売上高 17,468 15,590 33,059 ― 33,059

（２）
セグメント間の内部売上高
又は振替高

361 434 795 △ 795 ―

17,829 16,025 33,855 △ 795 33,059

17,264 15,939 33,203 △ 795 32,407

565 86 651 ― 651

（注）１．事業区分は、業態別区分によっております。

２．各事業の主要な内容

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

本国以外の売上高はありません。

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において当社グループの売上高は全て本国のみであり、

本国以外の売上高はありません。

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において当社グループの売上高は全て本国のみであり、

　　　　　　　　　　　    自動車整備等

営業利益

営業費用

計
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（単位：百万円）

　（１）鉄道輸送　  …石油類の鉄道タンク車輸送、鉄道輸送用の各種タンク車のリース、各種コンテナのリース・レンタル

　（２）自動車輸送 …石油類、ＬＰＧ、ＬＮＧ、石油化学製品等のタンクローリー、トラックによる輸送、油槽所管理業務、



 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

（単位：百万円）

鉄 道 輸 送 事 業 7,846 100.9

自 動 車 輸 送 事 業 7,309 102.4

合　　計 15,155 101.6

(注) 1.主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

6,559 44.0 6,798 44.9

2.収入金額は税抜金額であります。

新 日 本 石 油 ㈱

 相手先
当　　中　　間　　期前　年　中　間　期

金　額 割 合(％)金　額 割 合(％)

事業の種類別セグメントの名称 販　　売　　高 前年同期比(％)

販売の状況
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